
（新）光化学オキシダント動向等調査費 ４０百万円（０百万円）

水・大気環境局大気環境課

１．事業の概要

近年、光化学オキシダント注意報の発令が広域化しており、平成１８

年には長崎県、熊本県、平成１９年には新潟県、大分県で観測以来はじ

めて発令された。また、これまで最多であった平成１８年の２５都府県

を今年は既に上回っており、６月末現在で２６都府県に注意報が発令さ

れている状況にある。

この背景には、オキシダントの発生原因物質であるＮＯｘ、ＶＯＣの

排出動向の変化、ヒートアイランド現象を含む気象条件の変化、大陸か

らの各種大気汚染物質の移流量の増加等がが関係しているといわれてい

るが、その原因や寄与率は明らかではない。

このため、光化学オキシダント注意報の広域化の原因究明等を図るた

めの調査及び検討を行うもの。

２．事業計画

H20 H21 H22

①既存の知見、文献等によ

るオゾン濃度等調査

②オゾン濃度の変動要因調

査及び予測モデルの確立

③新たなオキシダント対策

の検討

３．施策の効果

光化学オキシダント注意報の広域化の原因究明及び今後の対策の立案

に資する。

４．備考

調査費 40,000千円

（内訳）オゾン濃度等文献調査 6,900千円

オゾン濃度の変動要因調査及び予測モデルの確立 33,100千円
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